








第30条の14 都道府県は、構想区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域ごとに、診療に関する学識経験者の
団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者との協議の場を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画にお
いて定める将来の病床数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な事項に
ついて協議を行うものとする。

２ 関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から求めがあつた場合には、これに協力す
るよう努めるとともに、当該協議の場において関係者間の協議が調つた事項については、その実施に協力するよう努めなけ
ればならない。

地域医療構想調整会議について
医療法の規定

（１） 地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有
病床機能報告制度による情報や既存の統計調査等で明らかとなる地域の医療提供体制の現状と、地域医療構想で示され

る病床の機能区分ごとの将来の医療需要と必要病床数について、地域医療構想調整会議に参加する関係者で認識を共有。

（２） 地域医療構想を実現する上での課題の抽出
地域の医療提供体制の現状を踏まえ、地域医療構想を実現していく上での課題について議論。

（３） 具体的な病床の機能の分化及び連携の在り方について議論
例えば、ある構想区域において、回復期機能の病床が不足している場合、それをどのように充足するかについて議論。
現在、急性期機能や回復期機能を担っている病院関係者等、都道府県が適当と考えて選定した関係者の間で、回復期機

能の充足のため、各病院等がどのように役割分担を行うか等について議論。

（４） 地域医療介護総合確保基金を活用した具体的な事業の議論
（３）で議論して合意した事項を実現するために必要な具体的事業について議論。地域医療介護総合確保基金を活用す

る場合には、当該事業を基金に係る都道府県計画にどのように盛り込むか議論し、これを基に都道府県において必要な手
続を実施。

【議論の進め方】
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○ 地域における医療提供体制の構築に当たっては、地域住民や多くの医療関係者の協力が不可欠であるため、地域住民
等に対する協議の透明性の観点から、患者情報や医療機関の経営に関する情報を扱う場合等は非公開とし、その他の場
合は公開とする。また、協議の内容・結果については、原則として、周知・広報する。

地域医療構想調整会議について

○ 病床の機能の分化及び連携等に関する協議が行われる場合には、地域の実情に応じて、随時開催することが基本となるが、
病床機能報告制度による情報等の共有や基金に係る都道府県計画に関する協議が行われる場合には、通年のスケジュールが
ある程度定まっていることから、定期的に開催することが考えられる。
なお、こうした通常の開催のほか、医療機関が開設・増床等の許可申請をした場合又は過剰な病床機能に転換しようとす

る場合にも、随時開催することとする。

【参加者の範囲・選定】

【合意の方法】
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【開催時期】

○ 地域医療構想調整会議の参加者については、医療法上、「診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険
者その他の関係者」と規定されているが、地域医療構想は幅広い関係者の理解を得て達成を推進する必要があるため、医師
会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体、医療保険者、市町村など幅広いものとすることが望ましい。なお、医療
保険者については、必要に応じ、都道府県ごとに設置された保険者協議会に照会の上、選定する。
また、地域医療構想調整会議における協議をより効果的・効率的に進める観点から、都道府県は、議事等に応じて、参加
を求める関係者（代表性を考慮した病院・診療所、地域における主な疾病等の特定の診療科等に関する学識経験者を含
む。）を柔軟に選定することとし、出席要請に係る所定の手続を行うとともに、これらの関係者の選定に当たっては公平
性・公正性に留意することとする。

【公表】

○ 地域医療構想調整会議において合意された事項には医療機関の経営を左右する事項が含まれている場合が想定される
ことから、合意に当たっては、都道府県と関係者との間で丁寧かつ十分な協議が行われることが求められる。

○ また、特に地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能及び病床数等の合意に当たっては、通常の議事録の作成に加
え、関係者の合意を確認し得る書面を作成しておくことが適当である。

※ 「地域医療構想の進め方について」（平成30年２月７日付け厚生労働省通知）では、「構想区域の実情を踏
まえながら年間スケジュールを計画し、年４回は地域医療構想調整会議を実施すること」と示している。












